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先週19日金曜日夕刻から野田総理と安倍自民党総裁、山口公明党代表による党首会談が開催された。8月8日に谷垣総裁との間で合意した際の「近いうちに信を問う」という点について、野田総理は年内に解散総選挙をすることを約束したはずで、具体的には、「今の政権で予算編成はしない」と谷垣氏に約束していたのではないか、と内幕を暴露したものの、野田総理はそのように認識はしていないと発言し、事実上決裂状態になった。
　野田総理の方からは、臨時国会を開催することを明言され、どうやら10月29日から開会され、1か月の会期を予定しているようだ。また、衆議院の選挙制度についても、合意ができるよう今後協議をしていくことも提起されたのだが、何よりも公債特例法の成立を強く求めていることは当然の事であろう。
□早く解消しておくべきだった「一票の格差が違憲状態」
　この会談後、自民党や公明党が強く反発しており、臨時国会が開会されても審議に応ずるかどうか不透明であり、解散・総選挙日程とのからみで今国会は冒頭から波乱含みの展開になりそうである。でも、政局の展開を見る限り、自民党の戦術はどう見ても稚拙に思える。というのも、一票の格差が違憲状態という最高裁の判断があるだけに、先の通常国会で「0増5減」の法案を先ず通過させておいて、その上で解散・総選挙を求めていかなければ、「解散したくても解散できる条件にない」と反論されれば、違憲状態を無視してもよいとは言えないのではなかろうか。ここまでのところ、国会戦術面で見る限り民主党のほうが一枚上なのかもしれない。でも、民主党にも支持率の落ち込みや離党を考えている議員対策など、難問を抱えていることは間違いない。
□「三党合意」路線のちゃぶ台返しだけは阻止したい
　問題は、今後の政局の展開であるが、田中法務大臣の辞任問題は不可避であり、当然任命責任を問われることになる。また、野田総理に対する参議院としての問責決議への対応もあるが、国会を開いて審議拒否をするよりも、堂々と国会の場で論戦を交えるほうが野党側にとって有利のように思えてならない。
　それ以上に重視したいのは、結果として「三党合意路線」によって、民主・自民・公明三党の政策連合という枠組みが大きく崩れてしまうことの危険性である。今後の解散総選挙の結果にもよるのではあるが、消費税の引き上げや社会保障改革などの方向が「ちゃぶ台返し」になることの恐れが強くなりそうである。そのことは、やっぱり日本の政治が国民に負担を求めることができない、ということになり、財政や社会保障の持続可能性を自ら否定してしまうことに繋がるのだ。何としても、その道だけは避けたいものである。
□復興予算の使い道について、国会論戦始まる
　閉会中の国会では、参議院の決算委員会で東日本大震災の復興予算の使途問題について論戦が繰り広げられ、今週23日には衆議院でも開催される予定である。これは、今年に入ってNHKテレビの特集番組で、復興予算が直接復興とは関係ないところに支出されているというスクープを報道したことから、新聞各紙をはじめとして大きな問題になってきた。どうやら、この問題のとりまとめに加わった自民・公明両党の強い意見があり、日本全体の震災対策や、復興とは間接的にしか関係しない予算がつけられるような法律上の条文になっていたのであり、予算を付けた各省庁からは法律にのっとって予算をつけ個所付けしてきたわけで、自分たちには問題はないという立場なのであろう。形式的なコンプライアンスは、守っていると主張している。岡田副総理などは、法律に基づいて施工されているのだから、法律を改正する必要がある、という考えを出されているようだ。ちょうど、社会保障・税一体改革法案が成立する際の「三党合意」の中に、自民党の国土強靭化計画200兆円や公明党の震災ニューディール計画100兆円を潜り込ませたような形になっていたのだろう。これらの点については、今後消費税率の引き上げはすべて社会保障財源に充てる、という原則を捻じ曲げてはならないわけで、引き続き大いに問題にしていく必要がある点であることは間違いない。
□財務省は復興予算の査定をどのように進めたのか
　もう一つ見逃せないのが、財務省は復興予算に対してどんな査定をしてきたのか、ということである。今回の問題が指摘されている中で、財務省の見解があまり出てきていないのだが、復興予算編成における各省庁と財務省主計局との間で、どのような協議・査定がなされたのか、明確にしておくべき点であろう。ここからは推測になるのだが、どうも予算査定段階において、このままいけば予定していた復興予算額が消化できない可能性があり、財務省が所得税・法人税・住民税の引き上げによって復興財源を作ってきただけに、予算が消化されずに余ってしまうことはよろしくなく、各省庁に対して、あまり東日本大震災の復興と直接関係のないものでも、多少の理屈をつけてでも予算をつけることにしたのではなかったか。そこで、各省庁は、当初予算では財務省から厳しく査定されていたため、付けてもらえなかった事業を取り上げ、復興予算の中でそれを実現させたのではないか。この推定は、かつて財務省に在籍されたあるOBが語っていたことからヒントを得ている。この点について、財務省と各省庁との予算査定の在り方について情報公開してもらうべきだと思う。
□決算についての責任は事務次官が負うべきではないか
　このようなやり取りは、総理大臣はもとより大臣や副大臣・政務官といった政務三役ではどうしてもわかりにくいことなのであり、都合の悪いことは役人の側から情報が出てくることはまずあり得ない。にもかかわらず、国会では大臣が答弁に立ち、責任を問われるのが現在の仕組みである。そこで、大きく観点を変えて、決算については事務次官が責任を持つ体制に転換すべきである。予算の作成についてはまさに資源配分の問題であり、マクロ経済の安定や所得再分配政策といった重要な課題なのであり、政治家が責任を持つ領域である。いったん決定した予算をどのように、個所付けしてきたのか、その結果どのような執行上の問題が出てきているのか、ミクロレベルで具体的に査定を進めたこととの関係は役人しか判断できないし、事務方の最高責任者こそが責任を負わなければならない問題なのだと思う。今後、決算委員会には必要とあらば各省庁の事務次官が出席して、責任を持って答弁も行うようにすべきではなかろうか。何もしない事務次官では困るのであり、行政改革の大きな課題にしてほしい。かつて、参議院改革でも俎上に上がったと言われており、決算重視の参議院の重要な課題とすべきであろう。
　政府税制調査会が先週金曜日から始まった。政権交代以降、財務副大臣として新しい政府税制調査会に関与し、翌年からは内閣官房参与としてオブザーバー参加をしてきた。自分の任務として、民主党の税制改革の基本構想やアクションプログラムを策定し、それを平成２２年度税制改革大綱にまで引き上げてきたわけで、その行方には責任を持ちたいと考えている。はたして、今国会の推移如何では、来年度の税制改革大綱確定まで辿り着けるかどうか、定かではないが、最後まで頑張りたい。
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